
１ 大きな公共を担う活力ある地域社会づくり 

【評価区分の凡例】 

〔取組の実施状況〕   Ａ：実施できた  Ｂ：一部に実施できない取組があった  Ｃ：実施できなかった 

〔成果目標の達成状況〕 ①：成果目標を概ね達成できた  ②：成果目標を達成できなかった 

(4) 

ア 

市民による自律的な地域運営の実現 

地域活動協議会の形成に向けた支援 

＜取組所管＞ 

・取組①：局・室 

・取組②：区 

 

□ ３年間の取組と成果の総括 

・中間支援組織と連携し様々な支援を行ったことで、ほぼすべての地域で地域活動協議会が形成され、

地域課題の解決に向けた自律的な取組が行われつつあるが、成果目標の達成には至らす、幅広い住

民参画のもと、活力ある地域社会づくりが行われるよう支援を続けていくことが必要である。 

・地域活動協議会の形成及び運営について、マニュアルの策定や会議の開催など、支援の仕組みを構

築するとともに、第一線で地域と関わる区役所職員間の情報共有化を図った。 

・各区においてはこの仕組みを活用しつつ、自律的な地域運営に向け、地域活動協議会がそれぞれの

区の地域実情や特性に応じた取組を行えるよう支援している。 

 

□ ３年間の取組状況 

・地域活動協議会の形成を促進するため、平成 24 年度に、地域活動協議会の設立と運営の支援のため

のマニュアルとして、「設立＆運営ハンドブック」を作成した。（取組①） 

・地域活動協議会の形成及び運営支援に関し、区間の情報共有を図るため、平成 24 年度、平成 25 年

度に、地域活動協議会の形成支援に関する各区での取組状況や、地域活動のベストプラクティスな

どの状況を区役所職員に提供するとともに、区役所職員と中間支援組織を対象とした連絡調整会議

を毎月１回開催した。（取組①） 

・地域活動協議会の形成及び運営に関し、市民への情報発信を図るため、平成 24 年度、平成 25 年度

に、市ホームページに、「地域活動協議会の形成に向けた支援」を開設し、地域活動協議会の解説や

自律的な地域運営に向けた構成イメージを掲載するとともに、各区における形成支援状況を紹介し

た。（取組①） 

※取組②については、次ページ（各区の状況）を参照。 

【取組の実施状況】取組①：Ａ、取組②ア：Ａ 24 区、取組②イ：Ａ 24 区、取組②ウ：Ａ 24 区  

 

□ 成果目標の達成状況 

目 標 実 績 評価区分

地域運営にさまざまな活動主体が参画し、会

計をオープンにするなど、地域が一体となっ

て運営されていると感じている区民の割合 

 

平成 26 年度までに全区で 80％以上 

平成 26 年度 各区平均 11.7％ 

（各区内訳） 

10％未満 13 区 

10％ 台   4 区 

20％ 台   2 区 

30％ 台   1 区 

未 調 査   4 区 

② 

 

□ 課題と今後の方向性 

・地域活動協議会による地域運営はまだ始まったばかりであり、地域活動協議会の形成理念の理解が

不十分な地域も一部存在する。 

・今後も、区役所が主体となって、地域活動協議会に対し、それぞれの地域実情や特性に応じた支援

に取り組むことになるが、各区での取組が効果的に行えるよう、引き続ききめ細やかに支援してい

く。 

※取組②については、次ページ（各区の状況）を参照。 
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１ 大きな公共を担う活力ある地域社会づくり 

【評価区分の凡例】 

〔取組の実施状況〕   Ａ：実施できた  Ｂ：一部に実施できない取組があった  Ｃ：実施できなかった 

〔成果目標の達成状況〕 ①：成果目標を概ね達成できた  ②：成果目標を達成できなかった 

(4) 

イ 

市民による自律的な地域運営の実現 

活動内容を限定しない柔軟な財政的支援 

＜取組所管＞ 

局・室 

 

 

□ ３年間の取組と成果の総括 

活動内容ごとに縦割りで行う財政的支援ではなく、活動内容を指定せずに大括りにし、具体的な活

動内容については地域活動協議会の選択に委ねる新たな財政的支援制度を構築するとともに、本制

度を実質的に運用する区役所職員に対し、各種支援を行った。 

これにより、市の財政的支援は、地域の実情に即した活用につながっている。 

 

□ ３年間の取組状況 

補助制度の構築に向け、平成 24年度に、区長の意見等を踏まえたうえで、活動内容を限定しない柔

軟な財政的支援に関する全市的な基準となる「地域活動協議会に対する補助金の交付の基準に関す

る要綱」を策定し、平成 25 年度から制度施行するとともに、平成 25 年度は、各区で規定する区長

認定要綱及び補助金交付要綱の標準例を作成した。 

補助制度の適正な運用に向けた各区への支援として、各区から寄せられた制度運用にかかる質問に

都度対応するとともに、平成 25 年度は、各区から寄せられた質問に対する回答をとりまとめたＦＡ

Ｑを作成し、平成 26年度は、各区の担当職員を対象とした意見交換会を２回（８月、２月）開催す

るなど、区役所職員間での情報共有を図った。 

【取組の実施状況】Ａ 

 

□ 成果目標の達成状況 

目 標 実 績 評価区分 

地域活動協議会のうち、市の財政的支援を地

域の実情に即して活用できていると感じて

いるものの割合 

 

平成 26年度までに 100％ 

平成 26年度 90.1％ 

① 

 

□ 課題と今後の方向性 

補助金交付に関する取組は、今後も、区役所が主体となって取り組んでいくこととなるが、制度が

地域の実情に即して活用され、自律的な地域運営の実現につながるものとなっているかを随時検証

し、必要に応じて改善に向けた検討を行っていく。 

  

-68-


